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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記録媒体に記録されているデジタル情報を光の位相信号として光学的に読み出す工程と
、
　前記読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに対応する位相の値を抽
出する工程と、
　前記抽出された位相の値に対する前記位相信号の統計平均を算出する工程と、を有し、
　前記位相信号として等化処理した信号を用い、
　前記読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに対応する位相の値を抽
出する工程は、前記読み出した位相信号をＰＲＭＬ復号器によって復号する工程と、復号
結果から前記予め指定されたデジタルパターンを探索する工程とを含み、
　前記デジタルパターンは、長さが前記ＰＲＭＬ復号器に適用されているＰＲクラスの拘
束長以上であり、前記ＰＲＭＬ復号器の拘束長以上に同一位相が連続するパターンである
ことを特徴とする信号評価方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の信号評価方法において、
　前記位相信号として前記等化処理した信号に代えて無等化信号を用いることを特徴とす
る信号評価方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の信号評価方法において、
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　前記位相の値に加えて、予め指定されたデジタルパターンに対応したターゲット波形と
の時間軸方向の変位を抽出し、前記時間軸方向の変位の統計平均を算出することを特徴と
する信号評価方法。
【請求項４】
　記録媒体にデジタル情報を光の位相として光学的に読み出せるように記録する情報記録
方法において、
　記録媒体に記録されたデジタル情報を光の位相信号として光学的に読み出す工程と、
　前記読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに対応する位相の値を抽
出する工程と、
　前記抽出された位相の値に対する前記位相信号の統計平均を算出する工程と、
　前記位相信号の統計平均が予め指定された値に概略一致するように記録条件を変更する
工程と、を有し、
　前記位相信号として等化処理した信号を用い、
　前記読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに対応する位相の値を抽
出する工程は、前記読み出した位相信号をＰＲＭＬ復号器によって復号する工程と、復号
結果から前記予め指定されたデジタルパターンを探索する工程とを含み、
　前記デジタルパターンは、長さが前記ＰＲＭＬ復号器に適用されているＰＲクラスの拘
束長以上であり、前記ＰＲＭＬ復号器の拘束長以上に同一位相が連続するパターンである
ことを特徴とする情報記録方法。
【請求項５】
　記録媒体にデジタル情報を光の位相として光学的に読み出せるように記録する情報記録
方法において、
　記録媒体に記録されたデジタル情報を光の位相信号として光学的に読み出す工程と、
　前記読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに対応する位相の値及び
予め指定されたデジタルパターンに対応するターゲット波形との時間軸方向の変位を抽出
する工程と、
　前記時間軸方向の変位の統計平均を算出する工程と、
　前記時間軸方向の変位の統計平均が予め指定された値に概略一致するように記録条件を
変更する工程と、を有し、
　前記位相信号として等化処理した信号を用い、
　前記読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに対応する位相の値を抽
出する工程は、前記読み出した位相信号をＰＲＭＬ復号器によって復号する工程と、復号
結果から前記予め指定されたデジタルパターンを探索する工程とを含み、
　前記デジタルパターンは、長さが前記ＰＲＭＬ復号器に適用されているＰＲクラスの拘
束長以上であり、前記ＰＲＭＬ復号器の拘束長以上に同一位相が連続するパターンである
ことを特徴とする情報記録方法。
【請求項６】
　記録媒体に記録されたデジタル情報を位相信号として再生する再生部と、
　前記位相信号を等化する等化器と、
　前記位相信号を復号する復号器と、
　前記復号器による復号結果から予め指定されたデジタルパターンを検出するパターン検
出器と、
　前記パターン検出器によって前記予め指定されたデジタルパターンが検出されたときの
位相信号の統計平均を算出する算出手段と、を有し、
　前記復号器は前記等化器によって等化された位相信号を復号し、
　前記復号器はＰＲＭＬ復号器であり、
　前記予め指定されたデジタルパターンは、前記ＰＲＭＬ復号器に適用されているＰＲク
ラスの拘束長以上の長さを有し、前記ＰＲＭＬ復号器の拘束長以上に同一位相が連続する
パターンであることを特徴とする再生信号評価装置。
【請求項７】
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　請求項６に記載の再生信号評価装置において、
　前記再生部はホモダイン検出系を備えることを特徴とする再生信号評価装置。
【請求項８】
　請求項６に記載の再生信号評価装置において、
　前記デジタルパターンは、それぞれ異なる位相値に対応させて複数用意されていること
を特徴とする再生信号評価装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光の位相を用いて情報を記録及び再生する方式及び再生信号を評価する方式
及びそれを体現する情報記録再生装置に関わる。
【背景技術】
【０００２】
　以下における説明中の用語の一部は、Blu-ray Disc（ＢＤ）で使用される表現を用いて
いる。これらは、ＢＤ以外のシステムでは、別の呼称が用いられる可能性がある。しかし
、当業者であれば容易に読み替えることができることである。
【０００３】
　光ディスクの記録容量の拡大は、光源の短波長化と対物レンズの開口比（ＮＡ）の増大
に加えてディスク１枚当たりの記録層数を増やすことにより実現されてきた。ＢＤでは青
色半導体レーザと、ＮＡが０．８５という高ＮＡ対物レンズを用いて２層で５０ＧＢの記
録容量を実現している。更に、２０１０年には、記録層の数を３乃至４に増やすと同時に
面記録密度も高めることにより１００ＧＢ以上の記録容量を有するＢＤ ＸＬの実用化に
至った。
【０００４】
　記録波長の短波長化や対物レンズの高ＮＡ化は限界に近く、今後、面記録容量を大幅に
向上させるのは容易でない。よって、上記以上の記録容量を実現するためには、記録層の
数をさらに増大させるのが有力な解決手段の一つである。しかし、従来の多層光ディスク
と同様の構成で記録層数を増大させようとすると、記録容量当たりのコスト低減が実現し
にくい可能性が高い。何故なら、現行の多層光ディスクの製造コスト及び歩留まりは、専
ら記録層の形成プロセスに関わるからである。即ち、層数の増大は工程数の増大に直結し
、最終的な歩留まりは１層当たりのスタンパ工程の歩留まりの層数の冪乗で概ね決定され
るからである。
【０００５】
　そこで、従来の多層ディスクのように物理的に定義された記録層を有さない光ディスク
及びその記録技術が検討されている。一例として、特許文献１に記載されている技術では
、フォトリフラクティブ材料からなる記録領域中にマイクロホログラム、即ち微小な干渉
縞を記録している。上記記録領域の中には物理的に記録位置を規定する構造が無いので、
各マイクロホログラムの記録位置は、記録に用いる光（記録光）の焦点位置を間接的に制
御することにより決定される。また、別の一例を挙げると、特許文献２中の記述にあるよ
うに記録領域中にボイド（空隙）を形成することにより記録を行うものもある。これらの
記録方法によれば、仮想的な記録層を比較的自由に増やすことが可能であり、ディスク１
枚当たりの記録容量増大を図りやすい。尚、本明細書中では、以上のように記録領域中に
物理的に記録位置を規定する層が無い方式について便宜上、空間記録と総称することとす
る。
【０００６】
　上記の空間記録を含め、記録層の数を増大させた場合に問題となるのが再生している層
からの反射光光量の減少である。記録用光源の出力は有限であるから、多数の記録層を有
するディスクで再生光の入射面から見て最も奥にある層に対して記録を行うためには、途
中の各記録層の透過率が十分に高いことが要求される。逆に言うと、各層の光反射率及び
吸収率は十分に小さい必要がある。また、吸収率が小さい記録層に対して記録を行うため



(4) JP 5507482 B2 2014.5.28

10

20

30

40

50

に記録膜の記録感度が高く設定されているため、再生時のピックアップの出射光（再生光
）のパワーを大きくすることには限界がある。このため、一般的に再生時に記録層から返
ってくる光量は記録層数が多いほど小さくなる。従って、再生信号の信号対雑音比（ＳＮ
Ｒ）の低下が問題となる。
【０００７】
　再生信号のＳＮＲ低下に対抗する技術として、特許文献３に記載のあるような光学干渉
を応用した信号振幅増幅技術がある。即ち、再生光と共通の光源から得た参照光を記録層
からの反射光と光検出器上で干渉させることにより再生信号を増幅するものである。尚、
本明細書中では、このような再生光と共通の光源から得た参照光と再生光を光検出器上で
干渉させる方式及びその再生光学系をそれぞれホモダイン検出及びホモダイン検出系と総
称することとする。
【０００８】
　光ディスクドライブの主要な性能の一つは、記録及び再生の際のデータ転送速度（以後
、単に転送速度という）である。これは、特に非民生分野で用いる場合に重要な性能項目
である。転送速度は、第一義的には、線記録密度とディスクの線速度で決定される。また
、ディスクの線速度は、実現可能なディスクの回転速度によって制限される。ほぼ全ての
光ディスクに使用されている材料であるポリカーボネイト製で直径が１２ｃｍのディスク
の場合、振動や変形を考慮すると回転速度の限界は１００００ｒｐｍ（rotations per mi
nute）程度と考えられている。
【０００９】
　線記録密度は、第一義的には再生ヘッドの光学分解能で決定され、さらに、実用的な性
能余裕（マージン）や信号処理による性能向上効果を考慮して決定されている。光学分解
能は、ヘッドが使用する光源の波長と対物レンズの開口比とで決定づけられる。即ち、光
ディスクドライブの転送速度の上限は、専ら実現可能なディスクの回転速度の上限と線記
録密度で決定されることになる。以上の事項は、当業者には公知であるからこれ以上の詳
述は省く。
【００１０】
　しかし、前述のように、光学分解能は既にほぼ限界に達している状況である。かかる状
況で転送速度を現状よりも向上させるためには、従来、１チャネルクロック当たり１ビッ
トを記録するバイナリ記録に代わり、１チャネルクロック当たり１ビットを超える情報を
記録する多値記録方式が有望である。多値記録では、単位長さ当たりの記録容量も増える
ので、当然、ディスクの記録容量増大にもつながる。
【００１１】
　多値記録方式に関しては、非特許文献１に記載されている技術がある。これは、従来記
録型光ディスク媒体に用いられているのと同類の記録膜に対して、記録波形を改良するこ
とにより反射率を従来の２値変調から最大で８値変調に増やすことにより記録容量の増大
を図るものである。しかし、再生信号の振幅は従来の光ディスクと同じであるので、反射
率の各階調に対応した信号レベル相互のＳＮＲが低下するために、転送速度を向上させる
のには必ずしも適さない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００８－９７７２３号公報
【特許文献２】特開２００９－２３８２８５号公報
【特許文献３】特開２００９－２５２３３７号公報
【特許文献４】特開２０１０－２５０８８１号公報
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】Jpn. J. Appl. Phys., Vol.42 (2003), pp.1062-1067
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、多値記録方式を用いた光記録再生技術において、記録容量の増大と転送速度
の向上を同時に実現し、当該方式において異なるドライブ間の互換性を確保するための信
号評価方式、並びに、これらを体現する装置を提供する。
【００１５】
　上述したように、ディスクの回転速度及び線記録密度の向上に制約がある下において、
現行技術と比べて転送速度を大幅に向上させるためには、１チャネルクロック当たり１ビ
ットを記録するバイナリ記録に代わり、１チャネルクロック当たり１ビットを超える情報
を記録する多値記録方式が一つの解である。尚、以下においては、１チャネルクロックに
記録される情報単位を単にシンボルと呼ぶ。また、同様に混乱を来たさない範囲において
、チャネルビットを単にビットと呼ぶ。また、符号化前の記録すべきデータをユーザデー
タと呼び、そのバイナリ表現における最小単位をユーザビットと呼ぶこととする。よって
、例えば、符号化なしのバイナリ記録では、１シンボルが１ビット、即ち１ユーザビット
に対応し、同じく符号化なしの８値記録であれば１シンボルが３ビット、即ち３ユーザビ
ットに対応する。シンボルという表現は、当該分野において広範に使用される語句である
が、混乱を来たさない範囲では上記の意味で使用する。
【００１６】
　背景技術の項において述べたように、多値記録再生システムを実現する上において、情
報を再生する際に得られる信号が振幅変調のみで情報を表現している場合、転送速度の向
上は困難である。ＤＶＤやＢＤのような反射光強度変化を用いる光ディスクの場合で考え
ると、各シンボルの値を判別する光強度の間隔が狭まることになるので、各シンボルのレ
ベルを判定する際の誤り率が２値記録再生の場合よりも大きくなる。このことは、高速転
送に必要な帯域幅を有する回路系を用いた場合にはより顕著になるので、結果として高速
転送を実現するのは困難になる。
【００１７】
　また、光ディスクシステムは、記録媒体が可換であるという特徴を有する。よって、同
一規格のドライブ相互での互換性の確保が必須である。従来の光ディスクシステムでは、
例えば、規定された再生条件下におけるエラーレートと再生信号の品質としてジッターを
規定することにより互換性を確保していることは当業者であれば承知していることである
。位相記録を用いた多値記録においても、少なくともシンボルエラーレートを規定するこ
とは容易に想起される。しかしながら、位相記録における再生信号の品質をジッターで規
定できないことは容易に想像される。即ち、光位相多値記録再生システムにおいて互換性
を確保する上での課題の一つは、妥当な再生信号評価手段を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明の信号評価方法は、記録媒体に記録されているデジタル情報を光の位相信号とし
て光学的に読み出す工程と、読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパターンに
対応する位相の値を抽出する工程と、を有する。位相の値に加えて、予め指定されたデジ
タルパターンに対応したターゲット波形との時間軸方向の変位を抽出する工程を有しても
よい。
【００１９】
　本発明の情報記録方法は、記録媒体にデジタル情報を光の位相として光学的に読み出せ
るように記録する情報記録方法であり、記録媒体に記録されたデジタル情報を光の位相信
号として光学的に読み出す工程と、読み出した位相信号から予め指定されたデジタルパタ
ーンに対応する位相の値を抽出する工程と、抽出された位相の値が予め指定された値に概
略一致するように記録条件を変更する工程と、を有する。予め指定されたデジタルパター
ンに対応する位相の値に加えて予め指定されたデジタルパターンに対応するターゲット波
形との時間軸方向の変位を抽出し、抽出された時間軸方向の変位が予め指定された値に概
略一致するように記録条件を変更する工程を有してもよい。
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【００２０】
　本発明の再生信号評価装置は、記録媒体に記録されたデジタル情報を位相信号として再
生する再生部と、位相信号を復号する復号器と、復号器による復号結果から予め指定され
たデジタルパターンを検出するパターン検出器と、パターン検出器によって予め指定され
たデジタルパターンが検出されたときの位相信号の統計平均を算出する算出手段と、を有
する。復号器としてＰＲＭＬ復号器を用い、予め指定されたデジタルパターンの長さを、
ＰＲＭＬ復号器に適用されているＰＲクラスの拘束長以上の長さとしてもよい。
【００２１】
　本発明の情報記録再生装置は、記録媒体にデジタル情報を光の位相として光学的に読み
出し可能なように記録し、再生する情報記録再生装置であり、一例として、ユーザデータ
を畳み込み符号化する手段と、畳み込み符号化したデジタル情報をインターリーブする手
段と、インターリーブ後の情報に基づき、光源から発せられたレーザ光の位相を変調し、
位相情報を前記記録媒体に記録する手段と、記録媒体に記録された位相情報を光学的に読
み出すホモダイン検出系と、光学的に読み出した位相情報をＰＲＭＬ法でデジタル情報に
復号する手段と、復号で得られたデジタル情報をデインターリーブする手段と、デインタ
ーリーブされたデジタル情報をヴィタビ復号してユーザデータを得る手段と、を有する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明により、回路規模の増大を抑えた、多値記録された信号を復号する再生システム
が実現される。また、妥当な再生信号評価手段が提供されることにより光位相多値記録再
生システムにおいて互換性の確保が容易になる。
　上記した以外の、課題、構成及び効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる
。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の装置構成例を示す機能ブロック図。
【図２】マイクロホログラム記録の様子を説明する図。
【図３】マイクロホログラムを応用した位相記録の方法を説明する図。
【図４】ホモダイン検出技術の説明図。
【図５】符号間干渉が無い場合に観測される位相再生信号の例を示す図。
【図６Ａ】符号間干渉が有限である場合に観測される位相再生信号の例を示す図。
【図６Ｂ】符号間干渉が有限である場合に観測される位相再生信号のアイパターンの例を
示す図。
【図７Ａ】バイナリ記録における再生波形の例を示す図。
【図７Ｂ】多値記録における再生波形の例を示す図。
【図８】再生波形とターゲット波形の例を示す図。
【図９】位相算出の詳細を説明する図。
【図１０】変調器のスケール異常に対応可能な位相算出系の構成例を示す機能ブロック図
。
【図１１】エッジシフト検出の一例を説明する図。
【図１２】記録調整時のデータの流れを説明する機能ブロック図。
【図１３】記録調整の手順の一例を示す図。
【図１４】畳み込み符号化を併用する場合の信号処理の流れを説明する図。
【図１５】畳み込み符号化器の構成の一例を示す図。
【図１６】畳み込み符号化の効果を示す一例を示す図。
【図１７】畳み込み符号化を併用した場合の復号システムの構成例を示す機能ブロック図
。
【図１８】光ディスク装置の構成例を示す概略図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
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　上記多値記録再生システムにおける転送速度の問題を解決する方法としては、振幅以外
の情報、即ち位相を用いることが考えられる。光記録において位相を記録する方法として
は、特許文献１に記載があるマイクロホログラムを応用する方法が考えられる。特許文献
１に記載された方式においては、マイクロホログラムは、単に微小な反射体として用いら
れている。マイクロホログラムは、図２に示すように、同一光源から発せられた２つのレ
ーザ光を対向させた２つの対物レンズ１０８ａ，１０８ｂで同一個所に焦点を結ばせ、そ
の焦点近傍に干渉縞を記録することにより記録マークを形成する。再生時には、現行の光
ディスクと同様に、このマイクロホログラムからなる記録マークからの反射光強度を検出
する。
【００２５】
　マイクロホログラムに位相を記録するには、図３に示したように、記録に用いる２つの
レーザ光のうち片方の位相を記録データに応じて変調すれば良い。半導体レーザ１０１を
発したレーザ光をコリメートレンズ１０２で平行光線に変換した後、無偏光ハーフビーム
スプリッタ１１８で二分し、そのうち一方を、ミラー１１６ａを経て対物レンズ１０８ａ
を用いて記録媒体１中に焦点を結ばせる。もう一方のレーザ光は、位相変調器１０を経た
後に、ミラー１１６ｂ，１１６ｃ及び対物レンズ１０８ｂを経て、同様に記録媒体１中に
導かれ、２つのレーザ光線は同一個所で焦点を結ぶ。ここで、記録データに応じて位相変
調器１０を駆動すると、マイクロホログラムを形成する干渉縞の光軸方向の位置が変化す
る。つまり、この方式によって記録されたマイクロホログラムを構成する干渉縞の列は、
記録データ列に応じた位置変化をしている。
【００２６】
　マイクロホログラムに再生光を照射した場合を考えると、再生光はマイクロホログラム
を構成する各干渉縞で反射され、マイクロホログラムは全体として一つの反射体とみなす
ことができる。よって、マイクロホログラムを構成する干渉縞の光軸方向の位置が変化す
ると、反射された再生光の位相が変化する。従って、この再生反射光の位相を判別するこ
とにより各マイクロホログラムに記録された位相を知ることができる。また、マイクロホ
ログラムを応用した位相記録においては、従来の光ディスクのような物理的に定義された
記録面、或いは、記録層は存在しない。しかし、説明を簡単化するために、便宜上、マイ
クロホログラムが面状に記録されたものを記録層或いは記録面と呼ぶこととする。同様に
、マイクロホログラムが列状に記録されたものをトラックと呼ぶこととする。
【００２７】
　マイクロホログラムで反射された光の位相変化を検出する手段として、位相ダイバシテ
ィ方式ホモダイン検出技術（以下、ホモダイン検出と呼ぶ）が利用できる。以下に、これ
らについて説明する。初めに、ホモダイン検出について説明する。但し、当業者であれば
ホモダイン検出及びそれを用いた光ディスク装置の構造及び動作に関しては特許文献３を
参照することで容易に理解できるので、以下においては本発明の説明に必要な概要のみを
説明する。
【００２８】
　図４は、ホモダイン検出系の動作説明図である。半導体レーザ１０１からの光をコリメ
ートレンズ１０２によって平行光として、λ／２板１０３を透過させて偏光ビームスプリ
ッタ１０４に入射させる。偏光ビームスプリッタ１０４は分離面に入射するｐ偏光（以後
、水平偏光と呼ぶ）をほぼ１００％透過し、ｓ偏光（以後、垂直偏光と呼ぶ）をほぼ１０
０％反射させる機能を有している。このときλ／２板の光軸のまわりの回転角度の調整す
ることにより、透過光と反射光の強度比を調整することができる。偏光ビームスプリッタ
１０４を透過した光は、λ／４板１０６ａを透過して円偏光に変換され、２次元アクチュ
エータ１０７に搭載された対物レンズ１０８により、光ディスク１上の記録層に集光され
る。光ディスク１からの反射光は同じ光路を戻り、対物レンズ１０８によって平行光とさ
れ、λ／４板１０６ａにより最初に入射したときとは９０°偏光方向が回転した直線偏光
に変換された後、偏光ビームスプリッタ１０４に入射する。すると偏光が９０度回転して
いるため、反射して集光レンズ１１３に入射する。
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【００２９】
　一方、半導体レーザ１０１から出射し、偏光ビームスプリッタ１０４を反射した光は、
λ／４板１０６ｂを透過して円偏光に変換され、２次元アクチュエータ１０７上に搭載さ
れたミラー１１６に入射する。ミラー（コーナーキューブプリズム）１１６により反射さ
れた光は同じ光路を戻り、λ／４板１０６ｂを経て偏光ビームスプリッタ１０４に入射す
る。往路と復路の２回λ／４板１０６ｂを通過して最初に入射したときとは９０°偏光方
向が回転した直線偏光に変換されているので、反射光は偏光ビームスプリッタ１０４を透
過し、光ディスクからの反射光と互いに偏光が直交した状態で同軸となって集光レンズ１
１３に入射する。集光レンズ１１３に入射した二つの光は、無偏光ハーフビームスプリッ
タ１１８によってそれぞれ１対１の割合で反射、透過する。透過した光はλ／２板１１９
を透過することにより偏光が４５度回転した後、偏光ビームスプリッタ１２０によって水
平偏光成分と垂直偏光成分に分離され、分離されたそれぞれの光は検出器１２１，１２２
によって検出される。無偏光ハーフビームスプリッタ１１８を反射した光はλ／４板１２
３を通過した後、偏光ビームスプリッタ１２４によって水平偏光成分と垂直偏光成分に分
離され、分離されたそれぞれの光は検出器１２５，１２６によって検出される。
【００３０】
　光の干渉によって増幅信号を得る過程を詳細に説明する。集光レンズ１１３に入射する
光は、水平偏光であるミラー１１６からの戻り光と、垂直偏光である光ディスク１からの
戻り光が同軸になったものである。従って光の偏光状態をジョーンズベクトルで表すと、
次のようになる。
【００３１】

【数１】

【００３２】
　ここでＥsは光ディスクからの戻り光の電場、Ｅrはコーナーキューブプリズムからの戻
り光の電場である。また、このベクトルの第一成分は水平偏光を、第二成分は垂直偏光を
表す。
【００３３】
　この光は無偏光ビームスプリッタによって２分割され、透過光は軸方向が水平偏光方向
から見て２２．５度の方向にfast軸を持つλ／２板を通過する。このときジョーンズベク
トルは、次のようになる。
【００３４】
【数２】

【００３５】
　次に、偏光ビームスプリッタによって水平偏光成分が透過し、垂直偏光成分が反射する
ため、透過する光と反射する光の電場はそれぞれ次式のようになる。
【００３６】

【数３】

【００３７】
　一方、無偏光ビームスプリッタを反射した光は、軸方向が水平偏光方向から見て４５度
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の方向にfast軸を持つλ／４板を通過する。このときジョーンズベクトルは、次のように
なる。
【００３８】
【数４】

【００３９】
　次に、偏光ビームスプリッタによって水平偏光成分が透過し、垂直偏光成分が反射する
ため、透過する光と反射する光の電場はそれぞれ次式で表される。
【００４０】
【数５】

【００４１】
　従って、４つの検出器１２１，１２２，１２５，１２６の検出信号はそれぞれ、式(8)
から式(11)となる。ηは検出器の光－電気変換効率である。
【００４２】

【数６】

【００４３】
　従って、アナログ減算器１３０及び１３１の出力は、それぞれ式(12)，(13)となる。
【００４４】
【数７】

【００４５】
　ここで、φは再生光と参照光の位相差である。尚、以後、特に混乱を生じない限りにお
いて参照光と再生光の位相差のことを単に位相と呼ぶこととする（記号はφ）。
【００４６】
　式(12)及び式(13)から解るように、２つのアナログ減算器の出力から参照光と再生光の
位相差を知ることができる。よって、この位相差を時系列的に観測することにより記録時
の位相変調量を再現できることは当業者であれば容易に理解できることである。尚、位相
はマイクロホログラムの実効的な反射面の位置として記録され、これを反射光で再生する
のであるから、記録時の位相変調量は再生時に意図する位相変化量の１／２として記録す
べきであることは当業者であれば当然理解されることである。
【００４７】
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　一般的に、アナログ減算器出力から得られる位相には位相定数が加算されて観測される
。この位相定数は、作動コーディングや記録フォーマットを併用した校正により解決でき
る。従って、以下においては、特に必要が無い限りにおいて位相定数を０として扱うこと
とする。
【００４８】
　図５に、再生時に観測される上記Ｘ及びＹの計算例を示す（以後、特に断らない限り、
Ｘ及びＹは、それぞれホモダイン系出力のコサイン及びサイン成分を意味することとする
）。ここで、記録時の位相は、０度、４５度、９０度、１３５度の４値を用い、それぞれ
にバイナリデータ‘００’，‘０１’，‘１０’，‘１１’を割り当てた。従って、再生
時には、２倍の位相変化として観測されるので図５に示したように０度、９０度、１８０
度、２７０度が観測される。よって、これらの位相を判別できればユーザデータを復号す
ることができる。また、図５に示した例では、記録された位相変調信号の位相遷移間隔を
十分に広くとっているので、事実上符号間干渉は無視できる状態となっている。即ち、位
相が変化する場合、瞬時に遷移するように観測されるので、図５のように０度、９０度、
１８０度、２７０度の近傍のみに信号が観測されるように見える。また、再生信号の振幅
は一定であるとしている。
【００４９】
　マイクロホログラムに記録されている位相を光学的に再生する際においても、光スポッ
トの大きさが有限であることに起因する符号間干渉を生じる。この場合においても例えば
濃淡マークが記録されている従来の光ディスクにおける符号間干渉と同様に考えることが
できる。即ち、再生光スポット内に異なる位相が記録された領域が存在する場合、ホモダ
イン検出を用いて観測される位相（参照光との位相差）は、それぞれの位相領域からの反
射光量で加重平均した位相値と見なすことができる。このことを用いて符号間干渉がある
場合に観測される位相の計算例を図６Ａに示す。これは、マイクロホログラムを用いてラ
ンダムな４値位相変調信号（ラン長制限なし）がシンボル間隔３２０ｎｍで記録されたも
のを、波長４０５ｎｍのレーザ光とＮＡが０．８５の対物レンズを用いて再生したもので
ある。符号間干渉が無視できた図５と明らかに様子が異なっている。即ち、０度、９０度
、１８０度、２７０度の各点近傍以外の値も観測される一方、２７０～３６０度の間の値
は観測されない。これは、前述の符号間干渉の影響を考えれば当然のことである。尚、図
６Ａ中で０度、９０度、１８０度、２７０度の各点の中間に観測される斑点は、同図を描
画するのに用いたデータが位相出力の時間離散的なデータ（２倍オーバサンプリング）で
あるためで、連続信号であれば、３／４円弧が観測される。
【００５０】
　図６Ｂは、同じデータを縦軸に位相をとったアイパターンとして描いたものである。多
数の線が交差する位相が多数あることが解る。これらが図６Ａ中で０度、９０度、１８０
度、２７０度の各点の中間に観測される斑点に対応する。また、どの位相レベルにおいて
もアイの中央付近を通過する線があることが解る。即ち、単純なレベル判定による符号判
別は不可能であることを示している。
【００５１】
　このような符号間干渉を受けている信号から元の４値データ列を復号するのには、バイ
ナリデータの際と同様にＰＲＭＬ（partial response most-likely）法が有効である。Ｐ
ＲＭＬ法を用いた復号に関しては、当業者の間では広く知られているので、ここでは詳述
しない。従来の光ディスクにおけるＰＲＭＬ復号と異なり、多値信号をＰＲＭＬ復号する
際に用いるヴィタビ復号器は、必要な数の値を判別するのに必要な内部状態数がバイナリ
信号の場合よりも飛躍的に多くなる。ラン長制限が無いと仮定した場合、ｎ値記録に対応
するヴィタビ復号器の内部状態数Ｎは、拘束長をＬとすると、次式で与えられる。
【００５２】
【数８】
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【００５３】
　つまり、バイナリ記録で拘束長が３であれば、ヴィタビ復号器の内部状態数は、２2＝
４であるのに対し、４値記録の場合は、１６である。８値記録では６４、１６値記録では
２５６である。また、拘束長が４の場合、バイナリ記録では８、４値記録では６４、８値
記録では５１２、１６値記録では４０９６となる。記録値の数、或いは、拘束長の増加に
対するヴィタビデコーダの内部状態数が急激に増加することが解る。更に、各状態から分
岐するブランチの数は、記録値の数と同数あるので、結局、ブランチメトリックを計算す
る回路の数Ｍは、次式で与えられる。
【００５４】
【数９】

【００５５】
　ＰＲＭＬ復号結果のシンボルエラーレートが十分に低くできないことが予想される場合
、信頼性を高めるためにユーザデータを予め符号化することが考えられる。この符号には
、畳み込み符号を用いることができ、その場合はＰＲＭＬ復号と合わせてヴィタビ復号器
で同時に復号することが可能である。ただし、その分、ヴィタビ復号器の内部状態数、即
ち、回路規模が増加する。
【００５６】
　以上から、多値記録された信号を復号する際の課題の一つは、回路規模の増大を抑える
ことであることが解る。
【００５７】
　本発明の情報記録再生装置は、ホモダイン検出系のＸ、Ｙ出力から位相φを求める手段
と、ＦＩＲ（finite impulse response）型適応等化器と、２値を超える値を判別するこ
とができるヴィタビ復号器とを有する。また、これに加えて畳み込み符号を復号すること
ができるヴィタビ復号器を有する場合がある。また、これに加えてデインターリーバを有
する場合がある。
【００５８】
　ユーザデータを用いて光の位相を変調し、その位相情報を記録媒体に記録し、そして記
録媒体に記録された位相情報を光学的に再生し、記録された位相情報を電気信号に変換し
、その信号を適応等化し、ＰＲＭＬ復号する。また、これに加えて、ユーザデータを予め
畳み込み符号化の後にインターリーブを行ってから前述方法での記録と再生及びＰＲＭＬ
復号を行い、ＰＲＭＬ復号の結果をデインターリーブし、その結果をヴィタビ復号するこ
とによりユーザデータを復元する。また、再生された位相情報から指定されたパターンの
ターゲット波形との時間軸方向のずれを検出し、統計平均を算出する。また、再生された
位相情報から、指定されたパターンから再生された位相の値を抽出し、統計平均を算出す
る。これらの統計平均を用いて再生信号を評価する。
【００５９】
　図１に、本発明による装置構成例を信号フローと共に示す。この例は、ランダムな８値
位相変調信号（ラン長制限なし）を記録したマイクロホログラムを、ホモダイン検出系を
用いて再生し、その記録状態を評価するものである。記録状態の評価項目は、位相とエッ
ジシフトである。以下に、特に位相を評価する必要性について述べる。
【００６０】
　記録時には、記録光の位相を、記録するデータに応じて位相変調器で変調する。この時
、位相変調器が指示した通りの位相変調を行い、かつ、マイクロホログラム中の干渉縞が
意図通りに記録媒体中に形成されることが望ましい。しかし、例えば温度などの環境変化
や位相変調器特性の経時変化により意図通りの位相変調ができない場合がある。また、記
録光の位相を意図通りに変調できた場合でも、マイクロホログラムを記録したことによる
媒体の収縮が起こり、その結果、記録された干渉縞の位置が意図通りにならない可能性が
ある。この状況は、記録媒体や記録時のパワーなどによって異なる。このように、位相を



(12) JP 5507482 B2 2014.5.28

10

20

30

40

50

記録する場合においても意図通りの記録ができるとは限らない。これらは、再生時のディ
スクチルトなどのマージンやドライブ間の互換性低下の原因になる。また、時間軸方向に
関しても位相変調器の周波数特性や媒体の特性により、再生した際に意図通りのタイミン
グで位相が変化するような信号が得られるとは限らない。これは、現行の光ディスクと類
似した事情である。
【００６１】
　光ディスクでは、ドライブ間の互換性を確保することが特に重要である。そこで、記録
した後に再生を行い、記録状態を評価する必要がある。従来の光ディスクでは、この評価
は専らエラーレートとジッターで行っていた。従来の光ディスクはバイナリ記録であるか
ら再生信号の０レベルの定義が容易であり、再生信号がこの０レベルをクロスする時刻の
揺らぎであるジッターを定義することもまた容易であった。そして、ジッターとランダム
エラーの発生頻度の相関があるので評価指標とすることは合理的であった。そして、エッ
ジシフトを小さくすることによりジッターを小さくすることができるので、記録状態の評
価指標として用いることが可能であった。
【００６２】
　それに対し、位相記録ではジッターのような時間軸（横軸）方向の評価に加えて位相（
縦軸）の評価が必要である。その理由の一例について図７Ａ及び図７Ｂを用いて説明する
。図７Ａは、従来のバイナリ記録でアシンメトリがある再生波形（実線）とアシンメトリ
が無い再生波形（破線）のエッジ近傍の模式図である。図７Ａから推察できるように、ア
シンメトリの有無に関わらず、エッジ、即ち０レベルを交差する点の近傍における波形の
傾きが同じであれば、雑音によるエッジの揺らぎも同等である。即ち、どちらの場合もジ
ッターはほぼ同じである。実際、アシンメトリが極端に大きくなければ、どちらの波形で
あっても得られるエラーレートに大差は無い。また、どちらの場合でもエッジシフトの影
響も同等であることが理解できる。つまり、再生信号の縦軸（信号振幅）の絶対値は重要
でないことがわかる。
【００６３】
　位相記録のような多値記録再生の場合、再生信号の縦軸の絶対値も横軸（時間）と同等
の重要度を持つ。その一例について図７Ｂを用いて説明する。図７Ｂの縦軸は位相として
いるが、以下のことは縦軸に他の物理量を取った系にもあてはまる。図７Ｂで破線は、ほ
ぼ正しく位相が記録されたものを再生した波形である。一方、図７Ｂで実線は、部分的に
位相が正しく記録されていない（時刻６～９）ものを再生した波形である。この範囲では
、本来、位相は２７０度が記録されるべきであった。しかし、実際にはこれより少し小さ
い位相が記録されている。その結果、再生時には１８０度と誤って判別される確率が高く
なっている。このように位相多値記録においては意図した通りの位相が記録される必要が
あることがわかる。また、時間軸方向で意図通りのタイミングで位相が変化している必要
性があることは、従来の光ディスクと同様であるので詳述は省く。尚、多値記録の場合に
おいても、観測された位相変化のタイミングと意図するタイミングからのずれをエッジシ
フトと呼ぶこととする。
【００６４】
　従って、十分に高い互換性を確保するためには、記録後に意図通りの位相値に意図通り
のタイミングで変化していることを確認する手段が必要である。以下に、その例を説明す
る。
【００６５】
　図１において、ホモダイン検出系の出力Ｘ及びＹは、それぞれＡＤ（analog to digita
l）変換器２０１ａ，２０１ｂでデジタル信号に変換される。偏角算出回路２０２は、こ
れらの値からＸ－Ｙ平面上における点（Ｘ，Ｙ）に対応する偏角を算出する。偏角算出回
路２０２は、逆正接関数を級数展開したものを回路化したものである。求められた偏角は
、適応等化器２０３によって等化された後にＰＲＭＬ復号器２０５に入力され、ＰＲＭＬ
法で復号される。このＰＲＭＬ復号器のＰＲ（partial response）クラスは、ＰＲ（１，
２，１）ＭＬである。つまり、拘束長は３である。また、このＰＲＭＬ復号器は、８値の



(13) JP 5507482 B2 2014.5.28

10

20

30

40

50

位相変調符号の復調に対応している。よって、内部状態数は６４である。
【００６６】
　適応等化器２０３は、タップ数１５のＦＩＲ（finite impulse response）型の等化器
で、そのタップ係数はＬＭＳ（least mean square）法を用いて決定される。ＰＲＭＬ復
号器の復号結果は、適応等化器係数制御器２０４に供給される。適応等化器係数制御器２
０４は、この復号結果を用いてＰＲ（１，２，１）ＭＬに対応したターゲット波形を合成
する。適応等化器係数制御器２０４には、適応等化器の出力も供給される。適応等化器係
数制御器２０４は、ＰＲＭＬ復号で生じた遅延を考慮した上でターゲット波形と適応等化
器出力を比較して等化誤差を求める。そして、ＬＭＳ法に基づき、適応等化器２０３のタ
ップ係数を更新する。ＬＭＳ法は、当業者の間では広く知られているのでこれ以上の詳述
はしない。
【００６７】
　パターン検出器２０６は、ＰＲＭＬ復号器の復号結果から予め指定されたパターンを探
し出す。検索すべきパターンは、識別番号を付与してパターン検出器に記憶しておくこと
により同時に複数種を対象とすることができる。検索すべきパターンの詳細については後
述する。パターン検出器２０６は、対象パターンを発見した場合、その識別番号をシフト
算出器２０８または位相算出器２０９に出力する。尚、シフトを算出する場合に対象とす
るパターンと、位相を算出する場合に対象とするパターンとは一般的に異なるので、パタ
ーン検出器はこれらも判別して対応する先へ出力する。
【００６８】
　位相算出器２０９には遅延器２０７を経由して適応等化器２０３の出力が供給される。
位相算出器２０９が受け取るパターン検出器２０６からの対象パターン検出通知のタイミ
ングと当該パターンに対応する適応等化器出力データ列が一致するように遅延器２０７は
、ＰＲＭＬ復号及びパターン検出における遅延を調整する。
【００６９】
　次に、位相算出の詳細について説明する。図８に示した再生波形とターゲット波形の一
例を用いて、使用すべき検出パターンについて説明する。図８で横軸は時刻をチャネルク
ロック単位で示している。縦軸は位相で、４５度単位で０度から３６０度までを表してい
る。横軸の時刻表示の下に、記録した位相の値をやはり４５度単位で示してあり、それに
対応するＰＲ（１，２，１）ＭＬのターゲット波形を破線で示す。実線が再生波形である
。
【００７０】
　符号間干渉があるので、任意のパターンにおいて位相が正しく記録されているのかを判
断するのは容易でない。また、位相変化の速いパターンは、再生時の光学系の収差やフォ
ーカスエラーの影響を受け易い。つまり、位相変化の遅いパターンを用いるのが合理的で
ある。また、復号器のＰＲクラス（ＰＲ（１，２，１）ＭＬ）の拘束長は３であるから、
同じ位相値が３クロック以上連続する場合、ターゲット波形はフルレスポンスを示す。よ
って、再生波形もほぼフルレスポンスをすることが期待できる。そこで、ターゲット波形
がフルレスポンスを示す時刻に対応する再生波形の値を取得すれば良いことになる。そこ
で、ここでは、検出対象パターンとして同一位相値が３クロック以上連続するものとした
。
【００７１】
　図９は、位相算出の詳細を説明するものである。検出対象パターンテーブル２２３には
、先に述べたように検出対象とするパターンを記憶している。また、上で述べたように同
一位相値が３クロック以上連続するパターンを検出対象とするので、検出対象パターンテ
ーブルには、‘０００’，‘１１１’などのように同じ値が３つ連続した値が０から７ま
での８種類格納されている。尚、局面によっては‘０１２’や‘７６５’のようなパター
ンを用いることができる可能性もあるので、位相算出器２０９の内部構成は図９に示すよ
うなものになっている。
【００７２】
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　ＰＲＭＬ復号器２０５の復号結果は、復号パターンレジスタ２２０に入力される。復号
パターンレジスタ２２０は、長さ３のシフトレジスタで、ここに保持されている３クロッ
ク分の値をパターン比較器２２１で検出対象パターンテーブル２２３の値と比較する。パ
ターン比較器２２１は、検出対象パターンを発見すると、当該パターンの識別番号を位相
算出器２０９に通知する。位相算出器２０９内では、この識別番号はセレクタ２２４に入
力される。セレクタは、識別番号に対応して複数用意されていて、それぞれには識別番号
がセットされている。識別番号が通知され、その値が予めセットされている値に該当した
場合、当該セレクタは、セレクタ毎に設けられているカウンタ２２５に対してパルスを出
力し、当該カウンタの値を１増加させる。同時に、同じくセレクタ毎に設けられている積
算器２２６に、レジスタ２２２に保持されている位相値を送出する。積算器２２６は、レ
ジスタから値を受け取ると、それを自身の現在値に加算する。カウンタ２２５の値と積算
器２２６の値から目的とする位相の平均値を求めることができる。
【００７３】
　図１に示した再生復号系では、Ｘ及びＹから位相（偏角）を求めて、その値に対して適
応等化器を用いた線形等化を行っている。このような構成だけでは、再生信号の位相を正
しく求められない場合があり得る。例えば、記録時に位相変調の駆動電圧に異常があり、
指令値に対して比例して目的の値より小さな位相でしか変調できなかった場合である。こ
の場合、再生された位相波形も全体として縮小した波形となる。このような波形に対して
、適応等化を適用すると、等化器は周波数フィルタとして作用すると同時に倍率器として
も作用し、縮小した波形の倍率をほぼ適正な値に伸長してしまう。その結果、記録時の異
常を検出できない。
【００７４】
　このような現象を防ぐためには、適応等化前の波形を用いて位相を計測することが考え
られる。ただし、この場合は周波数特性が補正されていないので再生時の光スポットに歪
の影響を受ける可能性がある。そこで、図１０に示した例では、図１の構成に加えて切替
器２１０を設けて、必要に応じて等化前または等化後の波形を選択できるようにしている
。つまり、等化前の波形を用いて位相の最小と最大値を計測して、上で述べたような異常
の有無を確認することができる。その際、ＰＲＭＬ復号器の拘束長よりも長い期間同じ値
が連続するパターンを選ぶことにより、周波数特性の影響を少なくすることができる。
【００７５】
　エッジシフトに関しては、特許文献４に記載の技術と同様の手法を用いて検出可能であ
る。よって、ここでは簡単に述べるのに留める。特許文献４によれば、評価対象の再生エ
ッジ波形（Ｗとする）に対して適切なパターンの組み合わせ（Ｔ，Ｌ，Ｒ）を選択するこ
とにより、以下の式を用いてエッジシフト相当量である拡張エッジシフトＤを求めること
ができる。ここで、Ｗ，Ｔ，Ｒ，Ｌ間のユークリッド距離をＥＤ（Ｌ，Ｗ）、ＥＤ（Ｔ，
Ｌ）のように表す。
【００７６】
【数１０】

【００７７】
　特許文献４は、バイナリ記録を前提に説明がなされているが、実際には多値記録でもこ
の定式を適用することが可能である。これは、式(16)及び式(17)の第２項がユークリッド
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距離で規格化されていることによる。一例として、位相が０（０度）から４に遷移する場
合について、図１１を用いて説明する。図１１は、Ｗが得られた再生波形をチャネルクロ
ックでサンプリングしたものである。エッジは、時刻１２と１３の間にあるが、時刻のプ
ラス側に１２％ずれた位置にある。このため、ターゲット波形Ｔとは少しずれている。Ｒ
及びＬは、それぞれＴを１時刻プラス及びマイナスにシフトさせたエッジである。これら
を用いて式(16)～(18)を用いて拡張エッジシフトを求めると０．１１が求まり、与えられ
たエッジシフトにほぼ相当する量が得られている。
【００７８】
　上記で求めた位相及びエッジシフトの値は、互換性の保証に用いるのに留まらないのは
従来の光ディスクシステムと同様である。即ち、試し書きを含め、記録過程へフィードバ
ックさせることにより記録品質の向上を図ることができる。図１２に、そのための仕組み
の一例を示す。また、図１３にその手順の一例を示す。
【００７９】
　図１２は、上記で求めた位相及びエッジシフトの値を如何に使用するかを説明するため
の図で、主にデータの流れを説明している。このため、光学系や各種機構系は極力省略さ
れている。よって、説明も専らデータの流れについて述べる。記録時には、位相変調器２
４４は、ユーザデータに応じて光源である半導体レーザ１０１を発したレーザ光の位相を
変調する。その際、位相変調器２４４は、指令値であるユーザデータで単純に変調するの
ではなく、補償テーブル２４３に格納された情報に基づき位相変調量及びそのタイミング
を調整している。変調された光を用いて光学系２４０を通して記録される。
【００８０】
　補償テーブルの内容は、先に説明したように求めた位相及びエッジシフトを元に決定さ
れる。即ち、記録された位相情報は、光学系２４０を通して光学的に読み出され、ホモダ
イン検出系２４１で電気的な位相信号として取り出される。取り出された位相情報は、位
相エッジシフト検出系２４２（図１に相当）でターゲット波形と照合され、位相及びエッ
ジシフトが抽出される。
【００８１】
　記録調整は、例えば図１３に示したように行われる。最初にディスクに記録する際には
、ステップ１００にあるように、予め指定された記録パラメータ（位相及びエッジの補償
値）を用いて記録を行う。尚、記録パワーやその他の調整は完了しているものとする。こ
の記録結果から、ステップ１０１において、先に述べた手段及び方法を用いて位相値及び
エッジシフトを求める。次に、得られたこれらの値を調べ、規定の範囲内に収まっている
か否かを判断する（ステップ１０２）。ここで、規定の範囲内に収まっていれば、記録パ
ラメータの調整は不要であるから記録調整を終了する。既定の範囲内に収まっていないパ
ラメータがある場合には、ステップ１０３に進んで、補償テーブルの当該パラメータに対
応する箇所の値を修正し、修正した値を用いて再度記録を行い、ステップ１０１へと戻る
。これをステップ１０２にある条件を満たすまで繰り返す。
【００８２】
　多値データを位相変調信号として記録する場合、ユーザデータを畳み込み符号化してか
ら記録することにより復号時のエラーレートを下げることができる。従来、このようなシ
ステムでは、復号時に符号間干渉と畳み込み符号を同時に解決する復号方法を用いるのが
一般的であった。しかし、今の場合、このような手法で復号器を構成しようとすると、復
号器の内部状態数が膨大なものになる。例えば、図１５に示した拘束長７の符号化器を用
いた場合、符号化及び復号に必要な状態数は２7-1＝６４である。また、符号間干渉の解
決に必要なＰＲＭＬ復号の拘束長を３とすると、これに必要な状態数も６４である。出現
する状態の数は、両者の組み合わせになるのでラン長制限が無いとすると、６４2＝４０
９６となる。これだけの内部状態を扱うヴィタビ復号器の回路規模は莫大なものとなり実
現性に乏しい。
【００８３】
　この問題を解決するために、符号間干渉の解決と畳み込み符号の復号をそれぞれ異なる
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復号器で行うこととした。これにより、内部状態数６４のヴィタビ復号器を２つ使用する
だけで十分な復号性能を確保できる。両者を合わせた回路規模は、符号間干渉と畳み込み
符号を同時に解決する復号器の約１／１７０に過ぎない。図１４に記録及び再生過程のデ
ータ処理の流れを示す。まず、ユーザデータを畳み込み符号化器２５０で畳み込み符号化
する。畳み込み符号化器の構成を図１５に示す。ｂ０，ｂ１がユーザデータビットで、ｃ
０，ｃ１，ｃ２が符号化データである。６段の１時刻遅延器２６０からなる長さ７のシフ
トレジスタが構成されている。ｃ１は、ｂ０及びｂ０を２，３，５，６の各時刻遅延させ
たものを２進加算器２６１で加算したものである。また、ｃ０は、ｂ０及びｂ０を１，２
，３，６の各時刻遅延させたものを２進加算器２６１で加算したものである。また、ｂ１
は符号化せずにそのままｃ２とした。
【００８４】
　畳み込み符号化の後に、符号化率を調整するためにパンクチュア器２５１で一部のビッ
トを規則的に抜き取る。次に、インターリーバ２５２でインターリーブを掛けてから光ヘ
ッド２５３を経由して光ディスク１に記録する。再生時には、光ヘッド２５３を通してホ
モダイン検出により再生した位相情報をＰＲＭＬ復号器２０５で復号する。この復号結果
は、インターリーブが掛かっているので、デインターリーバ２５５を用いて元の配列に戻
す。デインターリーバ２５５の出力は、ヴィタビ復号器２５６に供給され、畳み込み符号
を復号する。ＰＲＭＬ復号器２０５の出力には、当然、エラーが含まれていることがある
。しかし、ユーザデータは畳み込み符号化してあるのでヴィタビ復号する過程でその多く
が訂正される。
【００８５】
　図１６に、畳み込み符号化とヴィタビ復号の効果を表すグラフを示す。これは、図１５
に示した符号化器を用いて符号化したデータが、シンボル間隔２８０ｎｍで記録された位
相情報を復号した場合の計算結果である。横軸は、位相波形に対する雑音振幅を表し、縦
軸はシンボルエラーレートを表す。尚、ここで云うシンボルとは、符号化前ではユーザデ
ータの２ビットの組み（ｂ０，ｂ１）を指し、符号化後は符号化後の３ビットの組み（ｃ
０，ｃ１，ｃ２）を指す。また、この時、パンクチュアは行っていない。グラフ中、破線
で示した曲線は、ＰＲＭＬ復号器出力におけるシンボルエラーレートで、実線がヴィタビ
復号器出力におけるシンボルエラーレートである。グラフから、畳み込み符号化により最
大約２．８ｄＢのゲインがあることが解る。ただし、パンクチュアは行っていないのでパ
ンクチュアレートによってはこの値は減る。
【００８６】
　尚、インターリーブの後にラン長を制限する変調を行い、ＰＲＭＬ復号後にこれに対応
する復調を行うことも可能である。これにより、線記録密度を更に高めることが可能な場
合がある。
【００８７】
　図１７は、図１４の復号系の詳細を示したものである。図１の構成にデインターリーバ
２５５とヴィタビ復号器２５６を追加することで構成できる。よって、復号器の回路規模
だけでなく適応等化を容易に実現できる点においても有利である。それに対し、符号間干
渉と畳み込み符号を同時に解決する復号器では、復号器内部には適応等化器の目標波形を
構成するのに必要な情報が陽には存在しないので適応等化の実現は容易でない。
【００８８】
　図１８は、光ディスク装置の構成の一例を示したものである。光ディスク１は、スピン
ドルモータ５２によって回転される。光ヘッド２５３は、記録再生に用いる光源、対物レ
ンズをはじめとする光学系などで構成されている。本発明に基づく装置であるので、再生
光学系にホモダイン検出方式を用いている。ピックアップは、スライダ５３によりシーク
を行う。シーク及びスピンドルモータの回転などはメイン回路５４からの指示によって行
う。メイン回路５４には、信号処理回路やフィードバック調節計などの専用回路及びマイ
クロプロセッサ、メモリなどが搭載されている。光ディスク装置全体の動作を制御するの
はファームウェア５５である。ファームウェア５５は、メイン回路５４中のメモリに格納
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【００８９】
　なお、本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。
例えば、上記した実施例は本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明したものであ
り、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある実
施例の構成の一部を他の実施例の構成に置き換えることが可能であり、また、ある実施例
の構成に他の実施例の構成を加えることも可能である。また、各実施例の構成の一部につ
いて、他の構成の追加・削除・置換をすることが可能である。
【００９０】
　また、上記の各構成、機能、処理部、処理手段等は、それらの一部や全部を、例えば集
積回路で設計する等によりハードウェアで実現してもよい。また、上記の各構成、機能等
は、プロセッサがそれぞれの機能を実現するプログラムを解釈し、実行することによりソ
フトウェアで実現してもよい。各機能を実現するプログラム、テーブル、ファイル等の情
報は、メモリやハードディスク、ＳＳＤ（Solid State Drive）等の記録装置、または、
ＩＣカード、ＳＤカード、ＤＶＤ等の記録媒体に置くことができる。
【符号の説明】
【００９１】
１：光ディスク、１０：位相変調器、５２：スピンドルモータ、５３：スライダ、５４メ
イン回路、５５：ファームウェア、１０１：半導体レーザ、１０２：コリメートレンズ、
１０３：λ／２板、１０４：偏光ビームスプリッタ、１０６：λ／４板、１０７：２次元
アクチュエータ、１０８：対物レンズ、１１３：集光レンズ、１１６：ミラー、１１８：
無偏光ハーフビームスプリッタ、１１９：λ／２板、１２０：偏光ビームスプリッタ、１
２１，１２２：検出器、１２３：λ／４板、１２４：偏光ビームスプリッタ、１２５，１
２６：検出器、２０１：ＡＤ変換器、２０２：偏角算出回路、２０３：適応等化器、２０
４：適応等化器係数制御器、２０５：ＰＲＭＬ復号器、２０６：パターン検出器、２０７
：遅延器、２０８：シフト算出器、２０９：位相算出器、２１０：切替器、２２０：復号
パターンレジスタ、２２１：パターン比較器、２２２：レジスタ、２２３：検出対象パタ
ーンテーブル、２２４：セレクタ、２２５：カウンタ、２２６：積算器、２４０：光学系
、２４１：ホモダイン検出系、２４２：位相エッジシフト検出系、２４３：補償テーブル
、２４４：位相変調器、２５０：畳み込み符号化器、２５１：パンクチュア器、２５２：
インターリーバ、２５３：光ヘッド、２５５：デインターリーバ、２５６：ヴィタビ復号
器、２６０：１時刻遅延器、２６１：２進加算器
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